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要 旨 

大気中の粒子状物質による汚染状況を把握するため、一般環境３地点（田島、中原、麻生）及び道路沿道３地点

（池上、二子、柿生）の計６地点で粒径別にPM2.5（粒径2.5µm以下）とPM2.5-10（粒径2.5～10µm）のサンプリ

ングを毎月行い、粒子状物質濃度、炭素成分、水溶性イオン成分、金属成分の分析を行った。その結果、2005年度

の粒子状物質濃度の年平均値は一般環境で 26～36µg/㎥、道路沿道で 37～59µg/㎥であり、そのうち PM2.5 が占め

る割合がそれぞれ一般環境66～73％、道路沿道70～73％であった。2004年度と比較して、PM2.5-10濃度は、二子

と中原で増加し、他の地点は同等か減少していた。PM2.5濃度は、2004年度と比較すると池上と麻生で減少したも

のの、他の４地点では 0.6～2.6µg/m3の増加を示した。さらに、PM2.5 について CMB 解析により発生源寄与濃度を

求めた結果、二子以外の５地点においてはディーゼル車排出粒子よりも二次生成粒子の方が大きな寄与となってい

た。また、PM2.5中のディーゼル車排出粒子の寄与濃度は道路沿道で高くなったが、P2.5中の二次生成粒子の寄与

濃度は一般環境と道路沿道ではほぼ同じ濃度であった。 

 

キーワード：粒子状物質、PM2.5-10、PM2.5、成分組成、寄与率 
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１ はじめに 

 川崎市では、粒子状物質削減対策の一環として、一般

環境大気及び道路沿道大気中の粒子状物質の実態につい

て通年調査を行ってきた。一般環境大気３地点、道路沿

道１地点における粒径別粒子状物質のサンプリングは、

1987年度から実施している1)。2002年度までは一般環境

３地点（田島、中原、麻生）、道路沿道１地点（池上）に

おいて、アンダーセンローボリウムエアサンプラーを用

いて粒子状物質を粗大粒子（粒径 2.1～11µm）と微小粒

子（粒径2.1µm以下）に分級捕集し、その成分組成につ

いて調査してきた。その結果、市内大気の粒子状物質に

よる汚染要因は、ディーゼル車排出粒子から、燃焼時に

発生する NOx や SO2等のガス状成分が光化学反応で粒子

化する二次生成粒子に移行していることが示唆された 2)。 

2003年度からは、PM2.5の汚染状況をより詳細に調査

するために、図１に示すようにこれまでの調査地点に加

えて道路沿道２地点（二子、柿生）を追加し、PM2.5 サ

ンプラー（ニール・エアサンプラー）を用いて粒子状物

質をPM2.5-10とPM2.5に分級捕集した3)。これら道路沿

道３地点及び一般環境３地点において、粒子状物質濃度、

成分組成等について調査を実施している。ここでは、2005

年度の調査結果について報告する。 
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２ 調査方法 

2.1 調査期間 

 2005 年４月から 2006 年３月まで、毎月１回６日間連

続サンプリングを実施した。 

2.2 調査地点 

 各試料採取地点を図1に示した。道路沿道大気測定地

点として、産業道路の上に首都高速横羽線が高架で走っ

ている所にある池上自動車排出ガス測定局（池上）、国道

246 号線沿いにある高津区役所建設センターに隣接した

二子自動車排出ガス測定局（二子）、及び世田谷町田線と

県道上麻生蓮光寺線の交差点近辺にある柿生自動車排出

ガス測定局（柿生）の３地点とした。一般環境大気測定

地点として、川崎市南部の臨海工業地帯に隣接した住宅

地域にある川崎市公害研究所屋上（田島）、川崎市中部で

南武線と国道409号線との交点にある中原区役所保健福

祉センター屋上の中原一般環境大気測定局（中原）、及び

川崎市北部の丘陵地で弘法の松公園に隣接している麻生

一般環境大気測定局（麻生）の３地点とした。 

2.3 試料採取 

 大気中の粒子状物質の捕集には、ニール・エアサンプ

ラーを用いた。採集用フィルターは石英繊維フィルター

（Pallflex2500 QAT-UP）を使用し、20L/minの空気吸引

量で6日間連続捕集した。分析用試料はPM2.5-10として

２段目フィルター及びPM2.5として３段目のバックアッ

プフィルターを用いた。 

2.4 分析方法 

(1) 水溶性イオン成分 

 水溶性イオン成分８項目の分析は、イオンクロマトグ

ラフィーで行った。試料中のイオン成分は、2005年度の

報文に従って抽出した 4)。分析条件の詳細は表１に示し

た。 

表１ イオンクロマトグラフィーの分析条件 

陰イオン 

カラム IonPac AS14 

溶離液 3.0 mM Na2CO3/1.0 mM NaHCO3 

流量 1.2 mL/min 

サプレッサー電流 50 mA 

サンプル注入量 100 µL 
 

陽イオン 

カラム IonPac CS12A 

溶離液 20 mM メタンスルホン酸 

流量 1.0 mL/min 

サプレッサー電流 100 mA 

サンプル注入量 100 µL 

(2) 炭素成分 

 ヤナコ分析工業㈱製 CHNコーダー MT-6を用い、2005

年度の報文に従って分析した 4)。He 気流中燃焼炉600℃

で揮発した有機物から生成した CO2量から求めた炭素量

を有機炭素量（OC）とした。OC分析後の試料を900℃、

He-O2気流中で燃焼して生成したCO2量から求めた炭素量

を元素状炭素量（EC）とした。 

(3)金属成分 

 金属成分14項目(Na、Mg、Al、K、Ca、V、Cr、Mn、Fe、

Ni、Cu、Zn、Cd、Pb)について、ICP質量分析装置（Agilent 

7500C）で分析した。 

 分級捕集した試料を 2005 年度の報文と同様にしてフ

ッ酸・過塩素酸分解し、ICP 質量分析装置で各金属成分

を定量した4)。 

(4)発生源寄与率の推定 

 大気環境中の粒子状物質における各種発生源からの寄

与を推定するため、各種発生源から排出される粒子状物

質の含有成分組成と大気環境中の粒子状物質の濃度及び

その含有成分を用いて、CMB 法により発生源寄与濃度及

び寄与率を計算した。 

 主要発生源種として、土壌系粒子、海塩粒子、固定発

生源（鉄鋼系粒子、石油燃焼粒子、焼却炉粒子）、ディー

ゼル車排出粒子の６種を設定した。また、SO4
2-、NO3

-、NH4
+、

有機炭素濃度（OC）のうち、それぞれの主要発生源分を

差し引いた濃度を二次生成粒子とした。なお、未知（不

明）粒子濃度は、粒子状物質濃度から６発生源種及び二

次生成粒子の合計濃度を差し引いた値とした。これらの

計算の元となった発生源データを表２にあげる5,6)。なお、

表内のECは元素状炭素を、OCは有機炭素を示す。 

 

表２ CMB解析に用いた発生源データ 

移動発生源
土壌 海塩 鉄鋼 焼却炉 石油燃焼 ディーゼル車

Na 0.011 0.3042 0.014 0.107 0.03 0
Al 0.062 0.0000003 0.01 0.0097 0.00079 0
K 0.01 0.011 0.013 0.146 0.00064 0
Ca 0.051 0.012 0.045 0.087 0.0037 0.00137
V 0.00023 0.000000058 0.00013 0.000002 0.0074 0
Mn 0.0016 0.000000058 0.022 0.000094 0.000083 0
Fe 0.086 0.00000029 0.157 0.011 0.0096 0
Zn 0.0013 0.000000029 0.052 0.044 0.0009 0.00021
EC 0.023 0 0.0084 0.028 0.371 0.55

SO4
2- 0.0028 0.0768 0.41 0.11 0.22 0.044

NO3
- 0 0 0 0 0 0

NH4
+ 0.038 0 0.0057 0 0.001 0

OC 0.038 0 0.026 0.013 0.029 0.168

一
次
発
生
粒
子

二
次
発
生
粒
子

固定発生源
自然発生源 人為的発生源

 

出典：川崎市における浮遊粒子状物質調査、川崎市公害

研究所年報、27、12～25(2000)5) 

 

３ 結果及び考察 

3.1 粒子状物質濃度 

 各測定地点におけるPM2.5-10、PM2.5、PM10 (PM2.5-10

とPM2.5の合計)の2005年度の経月推移を図２に示した。

また、４月の麻生と７月の中原は、サンプラーの不調に

より欠測とした。 

 PM2.5-10では全地点で４月と７月に高濃度を示し、さ

らに二子では11月に最高濃度を示した。一般環境３地点

では、南部の田島が高濃度で、北部の麻生が低濃度で推

移した。中原と麻生の推移パターンは似ているものの、

田島の推移パターンはやや異なっており、濃度推移の変

化が激しかった。それに対して道路沿道３地点では、二

子と池上が高濃度で推移したが、柿生は一般局の田島や

中原よりも低濃度で推移した。全地点で４月に高濃度を

示した。また、年間平均濃度は二子、池上、田島の順に 
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図２ 粒径別粒子状物質の経月推移 

 

高くなった。 

 PM2.5 では、７月と初冬に高濃度を示した。測定地点

ごとの経月推移を比較すると、濃度の上下はあっても相

似形の推移パターンを示した。特に道路沿道の二子と池

上の濃度が高く、両者のバックグラウンドの濃度が高い

ことを示した。 

 図３に粒径 2.1～11µm の粗大粒子(2003 年度から

PM2.5-10)と粒径 2.1µm 以下の微小粒子(2003 年度から

PM2.5)の経年変化を示した。 

PM2.5-10では、一般環境３地点は田島が若干濃度が高

いものの、３地点とも同じ増減パターンを示した。道路

沿道の３地点は、一般環境と違ってそれぞれの増減パタ

ーンが大きく異なっていた（図３）。 

微小粒子では、一般環境３地点の経年変化はよく似た

推移パターンを示した（図３）。道路沿道の池上は、1998

年度に一般環境の倍近い濃度を示したが、2003年度以降 
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図３ 粒径別粒子状物質の経年変化 

 

は一般環境との濃度差が縮まった。 

2004 度と比較すると、PM2.5-10 は二子と中原で増加

し、田島では増減がなく、他の３地点で減少していた。

PM2.5 では、池上と麻生で減少したものの、他の４地点

では0.6～2.6µg/m3の増加を示した。 

3.2 水溶性イオン成分濃度 

 各測定地点における PM2.5-10 と PM2.5 の水溶性イオ

ン成分の年平均濃度を図４に、年平均イオン当量比を図

５に、経月推移を図６～９に示した。 

年間平均濃度を見ると、図４より PM2.5-10 では Cl-、

NO3
-、SO4

2-、Na+、Ca2+が高くなった。Na+とCl-は海岸線に

近い池上と田島で高く、北部に向かうに従って低下して

いった。また、Ca2+も同様に南部で高く、北部で低くな

る傾向を示した。その他の成分は北部の柿生と麻生で若

干低くなる傾向にあったが、他の４地点では差異はほと

んどなかった。南部から北部のそれぞれの地域で道路沿

道と一般環境の総イオン濃度を比較しても、大きな差は

見られなかった。 

 PM2.5では、図４より全地点でNH4
+、SO4

2-、NO3
-といっ

た二次生成粒子の構成成分が大半を占めた。そのうち、

SO4
2-の標準偏差σは0.38であり、NO3

-のσは0.92であっ

たことから、NO3
-のほうが地域差が大きいものと思われ

た。PM2.5 の総イオン濃度及び二次生成粒子は、市内中

部で高く、南部と北部で低下していた。南部から北部の

それぞれの地域で道路沿道と一般環境の総イオン濃度を

比較すると、道路沿道が一般環境よりも 12～24%程度高

くなった。 

イオン当量比（図５）を見ると、PM2.5-10では全地点

で陽イオンと陰イオンがほぼ同程度となり、陽イオンと 
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図４ 年間平均水溶性イオン成分濃度 
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図５ 年間平均イオン当量比 

 

陰イオンのバランスが取れていた。また、陽イオンでは

Na+、Mg2+、Ca2+が多くを占めており、陰イオンではCl-、

NO3
-、SO4

2-がそれぞれ同程度となった。海塩粒子の指標と

なるNa+は、対になるCl-よりも全地点で過剰となった。 

PM2.5 では、南部では陽イオンと陰イオンのバランス

が取れているが、北部に向かうにつれて陽イオンの割合

が増加する傾向にあった。また、陽イオンでは NH4
+が、

陰イオンではSO4
2-とNO3

-が多くを占めていた。NH4
+の割合

は全地点ともあまり変化はないが、SO4
2-は南部の池上と

田島で高く、NO3
-は中部の二子で高くなった。 

 PM2.5-10中の総イオン成分濃度は、全地点で春から秋

にかけて高めに推移し、12 月に減少する傾向にあった

（図６、７）。通常、４月は黄砂の影響を受けて高濃度を

示すが、2005 年度は例年ほどの高濃度を示さなかった。

全地点で春から秋にかけて Na+、Cl-が高濃度となり、特

に川崎南部で高い傾向にあったが、これは南方向の風に

よって海塩粒子が飛散したためと思われた。冬期ではNa+

が減少し、SO4
2-が増加していたが、SO4

2-の高濃度は二子、

柿生、麻生といった川崎北部～中部で顕著であった。 

 PM2.5 中の総イオン成分濃度は、全地点とも夏期の７

月及び12月を除く冬期に高くなっていた（図８、９）。

７月は、例年と同様に陰イオンにSO4
2-が、陽イオンにそ

のカウンターイオンとなる NH4
+が高濃度となっていた。

冬期は、陰イオン中ではSO4
2-が減少したがNO3

-とCl-が大

幅に増加しており、そのためにイオン成分濃度が増加し

ていた。また、PM2.5 中のイオン成分は、その殆どを二

次生成粒子の主成分である SO4
2-、NO3

-、Cl-、NH4
+で占め

られていた。 
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図６ PM2.5-10中のイオン成分の経月推移 

（道路沿道） 
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図８ PM2.5中のイオン成分の経月推移（道路沿道） 
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図７ PM2.5-10中のイオン成分の経月推移 

（一般環境） 
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図９ PM2.5中のイオン成分の経月推移（一般環境） 
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3.3 炭素成分濃度 

 各測定地点におけるPM2.5-10とPM2.5の炭素成分の年

間平均濃度を図10に示した。総炭素濃度は二子が最も高

く、池上、柿生がそれに次いだ。一般環境３地点では、

田島と中原は同程度であったが、麻生は若干低かった。 

 PM2.5-10についてみると、道路沿道３地点の平均がOC

で 0.56µg/m3、EC で 0.29µg/m3であり、一般環境３地点

の平均はOCで0.34µg/m3、ECで0.15µg/m3とどちらも道

路沿道で高くなった。最も高かったのは、OCでは二子の

0.74µg/m3であり、EC では池上の 0.34µg/m3であった。

また、OC/ECをみてみると、道路沿道の平均OC/ECは1.95、

一般環境の平均 OC/EC は 2.31 となったことから、

PM2.5-10 では OC の寄与が大きく、特に一般環境でその

傾向が強かった。 

 PM2.5についてみると、道路沿道３地点の平均がOCで

3.4µg/m3、ECで6.1µg/m3であり、一般環境３地点の平均

がOCで1.9µg/m3、ECで2.1µg/m3とどちらも道路沿道で

高くなった。最も高かったのは OC では二子の 4.9µg/m3

であり、ECでも二子の9.5µg/m3であった。 

また、OC/ECの濃度比をみると、道路沿道で0.51～0.76、

一般環境では0.90～0.92となり、道路沿道でより小さく

なった。OC/EC が小さいほどディーゼル車の影響が大き

いといわれており、この結果は道路沿道でより強くディ

ーゼル車の影響を強く受けていることを示した。 
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図10 年平均炭素成分濃度 

 

 次いで、炭素成分の経月推移を図 11～14 に示した。

PM2.5-10では、中部から北部にかけて比較的似た推移パ

ターンであった（図 11、12）。道路沿道では、柿生で夏

期のECが増加せず、他の２地点と異なる推移パターンを

示した。一般環境では南部の田島で夏期にOCとECが共

に増加し、他の２地点と異なる推移パターンを示した。 

 PM2.5では、OCは、道路沿道の３地点で高濃度を示し

た（図 13、14）。また、６地点とも５～７月にかけてゆ

っくり増加し、８月に減少してから、11～12月にかけて

高濃度を示した。特に二子で他の地点の倍近い濃度を示

した。ECでは、一般環境３地点がよく似た推移パターン

を示し、道路沿道の柿生も若干濃度が高いながら一般環

境によく似た推移パターンを示した。それに対して、自

動車交通量の大きい二子と池上は全く異なる推移パター

ンを示し、濃度も非常に高くなった。このことは、一般

環境や柿生と比べて、池上や二子では自動車、特にディ

ーゼル車から排出される EC の影響が非常に大きいこと

を示唆していた。 
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図11 PM2.5-10中の炭素成分の経月推移（道路沿道） 
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図13 PM2.5中の炭素成分の経月推移（道路沿道） 

田島

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

1.4

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 平均値

濃
度
( µ
g/
m
3
)

OC

EC

 

中原

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 平均値

濃
度
( µ
g/
m
3
)

OC

EC

 

麻生

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 平均値

濃
度
( µ
g/
m
3 )

OC

EC

 
図12 PM2.5-10中の炭素成分の経月推移（一般環境） 
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図14 PM2.5中の炭素成分の経月推移（一般環境） 
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3.4 金属成分濃度 

 2005 年度の金属成分の年間平均濃度を表３に示した。

PM2.5-10、PM2.5の両者で平均濃度が0.1µg/m3を越えた

のはNa、Mg、Al、K、Ca、Feであった。これらの金属は

自然発生源由来である海塩粒子（Na、Mg、K）や土壌粒子

（Al、K、Ca、Fe）に多く含まれており、他の金属と比べ

て環境中に多く存在しているために濃度が高くなったと

考えられる。また、K、V、Zn、PbはPM2.5に多く含まれ

ており、それぞれ固定発生源や移動発生源等の人為的発

生源の影響と考えられた。 

3.5 粒子状物質の各成分の組成 

 PM2.5-10及びPM2.5中の粒子状物質濃度中に含まれる

水溶性イオン成分、炭素成分、金属成分の年平均濃度を

図15に、組成比率を図16に示した。 

PM2.5-10 に占める成分の割合は、図 15 によりイオン

成分が最も高く、35%(柿生)～51%（田島）を占めており、

特に一般環境で比率が高くなっていた。次いで高いのは

金属成分であり、16%(二子)～22%(田島)であった。地点

間で金属成分の割合に大きな差はなかった。OC と EC の

割合はどちらも小さくなった。 

 PM2.5 でも、図 15 からイオン成分の割合が最も高く、

37%(二子)～57%(麻生)を占めていた。次いで高かったの

はECで、9.4%（中原）～22%(二子)を占めていた。イオ

ン成分の割合は一般環境で高く、ECの割合は道路沿道で

高くなっていた。また、ECの割合は道路沿道３地点では

それぞれ異なる値(13～22%)となったが、一般環境３地点

ではほぼ等しくなった(9.4～9.8%)。また、金属成分の割

合は、一般環境、道路沿道を問わず、ほぼ同じ割合とな

った(5.0～7.0%)。 
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図15 粒子状物質及び各種成分の年平均濃度 

 

 

 

 

 

 

 

表３ 金属成分の年間平均濃度 

          (µg/m3) 
道 路 沿 道 一 般 環 境  

池 上 二 子 柿 生 田 島 中 原 麻 生 

元素 2.5-10 2.5 2.5-10 2.5 2.5-10 2.5 2.5-10 2.5 2.5-10 2.5 2.5-10 2.5 

Na 0.807 0.243 0.542 0.184 0.424 0.136 0.963 0.224 0.720 0.159 0.381 0.121

Mg 0.149 0.071 0.128 0.081 0.101 0.052 0.161 0.074 0.119 0.053 0.074 0.038

Al 0.341 0.253 0.392 0.433 0.296 0.232 0.272 0.202 0.263 0.194 0.178 0.133

K 0.240 0.336 0.286 0.284 0.164 0.379 0.192 0.319 0.157 0.278 0.099 0.344

Ca 0.713 0.403 0.590 0.483 0.326 0.215 0.468 0.327 0.364 0.214 0.224 0.144

V 0.001 0.006 0.001 0.003 0.001 0.003 0.001 0.006 0.001 0.003 0.001 0.003

Cr 0.004 0.003 0.002 0.002 0.001 0.001 0.003 0.003 0.001 0.002 0.001 0.001

Mn 0.022 0.027 0.010 0.015 0.007 0.010 0.014 0.020 0.010 0.012 0.005 0.008

Fe 0.620 0.442 0.642 0.484 0.455 0.340 0.485 0.414 0.386 0.283 0.270 0.217

Ni 0.003 0.005 0.001 0.002 0.001 0.001 0.002 0.005 0.001 0.002 0.001 0.002

Cu 0.011 0.010 0.031 0.018 0.015 0.009 0.007 0.008 0.008 0.006 0.005 0.004

Zn 0.025 0.070 0.032 0.070 0.017 0.044 0.024 0.068 0.020 0.053 0.013 0.037

Cd 0.0001 0.0004 0.0001 0.0004 0.0001 0.0003 0.0001 0.0004 0.0001 0.0004 0.0001 0.0003

Pb 0.003 0.013 0.006 0.010 0.003 0.008 0.002 0.011 0.003 0.010 0.002 0.008

 



川崎市公害研究所年報 第 33 号 2006 

－13－ 

PM2.5-10

0%

20%

40%

60%

80%

100%

池上 二子 柿生 田島 中原 麻生

その他

金属

陽イオン

陰イオン

EC

OC

 

PM2.5

0%

20%

40%

60%

80%

100%

池上 二子 柿生 田島 中原 麻生

その他

金属

陽イオン

陰イオン

EC

OC

 

図16 粒子状物質及び各種成分の組成割合 

 

3.6 粒子状物質の発生源寄与率の推定 

 PM2.5-10及びPM2.5の構成成分を元に、CMB解析を用

いて発生源を推定した。得られたデータから求めた発生

源寄与濃度を図17に、発生源寄与率を図18に示した。 

PM2.5-10 では土壌粒子の寄与率が最も高く、平均で

44%を占めていた（図18）。海塩粒子の平均寄与率は14%

であり、両者を合わせた自然発生源由来粒子の寄与率は

58%(50～64%)であった。土壌粒子及び海塩粒子の寄与濃

度は南部で高く、北部に向かうに従って低下していたが、

寄与率では田島が64%と最も高く、池上と中原が60%、柿

生と麻生が57%であり、二子が50%と最も低くなった。 

 PM2.5 では、ディーゼル車排出粒子と二次生成粒子の

寄与率が高くなった（図 18）。固定発生源の寄与率は、

工業地帯を抱えている南部の田島と池上で高く、中部の

二子と柿生で低くなった。これらディーゼル車排出粒子、

二次生成粒子、固定発生源を合わせた人為的発生源由来

粒子の寄与率は、平均で75%(68～88%)と7割を越えてい

た。ディーゼル車排出粒子と二次生成粒子を比較すると、

ディーゼル車排出粒子の寄与が高かったのは二子１地点

のみであり、残り５地点は二次生成粒子のほうが高かっ

た。寄与濃度を見ると、図17より二次生成粒子は道路沿

道の平均が13µg/m3、一般環境の平均が11µg/m3とほぼ同

等の濃度であったが、ディーゼル車排出粒子は道路沿道

の平均が 11µg/m3、一般環境の平均が 4.4µg/m3と道路沿

道で高濃度を示した。 

 以上の結果から、PM2.5-10中の発生源種は、自排局と

一般局を問わず主に自然発生源由来粒子で占められてお 
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図17 年間平均発生源寄与濃度 
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図18 年間平均発生源寄与率 

 

り、その大半は土壌粒子であった。逆にPM2.5中の発生

源種は、主に人為的発生源由来粒子で占められていた。

ディーゼル車排出粒子は二子を初めとする道路沿道で高

く、二次生成粒子は全測定地点で同程度の濃度であった
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ことから、ディーゼル車排出粒子は道路沿道に偏在し、

二次生成粒子は市内全域にわたって均一に広がっている

ものと思われた。ディーゼル車排出粒子の汚染は近年低

下傾向にあり、平成15年10月に施行されたディーゼル

車運行規制を初めとする様々な規制の効果が表れている

ように思われる7)。そこで、今後の粒子状物質、特にPM2.5

の削減のためには、ディーゼル車排出粒子だけでなく、

二次生成粒子の減少を重点的に考える必要がある。川崎

市ではバスケット方式により、ばいじん、硫黄酸化物、

窒素酸化物、塩化水素の排出量を包括的に管理すること

で二次生成粒子を削減するための条例（川崎市公害防止

等生活環境の保全に関する条例施行規則の別表第８）が

定められており、2005年４月１日から既設の工場・事業

場に対する猶予期間が終了して完全に施行された。今後

は、バスケット方式の効果を検証しつつ、更に効果的に

二次生成粒子を抑制する方法を考えていかなければなら

ないと思われる。 

 

4 まとめ 

(1) 粒子状物質濃度を見ると、PM2.5-10は４月と７月に

高くなる傾向にあった。PM2.5 では７月と秋から初冬

にかけて高くなった。７月の高濃度はSO4
2-とNH4

+の増

加のためであり、秋から初冬にかけての高濃度は NO3
-

とNH4
+の増加によるものであった。 

(2) 水溶性イオン濃度を見ると、PM2.5-10ではCl-、NO3
-、

SO4
2-、Na+、Ca2+が多く含まれていた。総イオン濃度は

春から秋にかけて高く推移しており、海塩粒子の流入

等の影響が考えられた。PM2.5ではNH4
+、SO4

2-、NO3
-と

いった二次生成粒子成分が大半を占めた。総イオン濃

度は７月にSO4
2-の増加で高濃度となり、冬期はNO3

-と

Cl-の増加によって高濃度となっていた。 

(3) 炭素成分濃度を見ると、PM2.5-10では道路沿道側で

高濃度を示し、OCがECよりも高濃度を示した。PM2.5

では、道路沿道側で高濃度を示し、EC が OC よりも高

濃度を示した。経月推移を見ると、自動車交通量の大

きい二子と池上の EC は非常に高濃度で推移し、また

他の4地点と全く異なる推移パターンを示した。一般

環境３地点と柿生の EC は、よく似た推移パターンを

示した。 

(4) 金属成分濃度を見ると、PM2.5-10、PM2.5 とも Na、

Mg、Al、K、Ca、Fe が高濃度を示した。また、K、V、

Zn、PbはPM2.5に多く含まれており、人為的発生源に

由来すると思われた。 

(5) 粒子状物質の発生源を CMB 法を用いて解析すると、

PM2.5-10 では土壌粒子や海塩粒子といった自然発生

源由来粒子から構成されていた。PM2.5 では、ディー

ゼル車排出粒子や二次生成粒子といった人為的発生

源由来粒子が主成分を占めていたが、特に二次生成粒

子の寄与が大きく、二子以外の５地点で最も寄与率が

大きくなった。また、ディーゼル車排出粒子の寄与は

道路沿道に偏在した局地汚染であり、二次生成粒子の

寄与は全地点にわたって同程度の濃度を示す広域汚

染であった。 
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 付表 （平成 17 年度の粒径状粒子状物質の各種成分の年間平均濃度）


